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abstract

• 日本の経済統計およびその作成過程・作成システムの現状
について、問題点・注意点などを具体例に即して指摘し、対
応・改善の必要性・重要性とその方向性について見る、いわ
ば「勧進帳」である。論点整理のための具体例として用いる
のは、日米の生産性（TFP）上昇率指標の計測・研究の歴史
と現状である。

• 国友・市村・西村の三氏をはじめとする少数のseniorsに向け

て作成した「勧進帳」である。「どうせなら、もっと多くの方々
にも・・・」とお申し出があり、商談が成立した。とはいえ、想定
するaudienceはseniorsであり、主眼は「勧進帳」の後半（[4]
以下）である。
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“But part of the job of economists is weeding out errors. That is much 
harder than making them, but also more fun.‐‐‐‐ Robert M. Solow” 
(from Jorgenson and Griliches, 1967, p.249).
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[1]. Introduction and Aperitif
• 5頁の表は、深尾京司・宮川努編[2008]『生産性と日本の経済成長

――JIPデータベースによる産業・企業レベルの実証分析』東京大学出版
会、第1章、日本経済の成長会計分析、17ページからのものである。

• JIPデータベースとは、Japan Industrial Productivity Databaseの略である。
• RIETIのJIPプロジェクトの成果である。
• 「JIPデータベースは、データをウェブ上で公開したことにより、日米欧を含

む世界中の経済学者によって利用されるようになった。また、経済財政
白書や通商白書などの政府刊行物、経済財政諮問会議や産業構造審
議会に提出される資料、日本銀行、米国連邦準備銀行、OECDなどの分
析レポートでも利用されている」（はしがき、iii頁）とされる。

• 表は、JIP2006から算出した部門別TFP上昇率（1970－2002年平均、年
率）である。

• この表に示された数字は、この研究全体の中心に位置し、これに基づい
て様々な課題に関わる検討が進められる。
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Cont.

• この研究の評価などが関心事ではない。あくまでIntroduction or 
Aperitifである。この表及びその位置づけに言及する第1の目的は、
(1)ほぼ40％の部門で30年以上にわたるTFP上昇率の年平均値が
マイナスであった点と、(2)この事実に著者たちが全く言及していな
いという現実に読者の関心を促すためである。

• 「サプライサイドから見ると生産の拡大は、労働および資本サービ
スの投入増加の寄与とTFPの上昇の和で規定される」とし、「生産
性の尺度として、すべての生産要素（労働、資本、投入原材料）の
組み合わせ1単位当たりの生産量を測定するTFPを用いる」（3頁）
とする。――「すべての生産要素（労働、資本、投入原材料）の組
み合わせ1単位当たりの生産量を測定するTFP」の上昇率の年平
均値がほぼ40％の部門で30年以上にわたってマイナスであった、
という基本的検討結果に、驚かず、違和感も感じず、報告書でも
全く言及せず、その数字を基礎として、さまざまな課題に関する研
究が進められている。
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USでは・・・。

• TFP(or MFP)やLP研究の主要かつ中心的舞台であったアメリカでは、各関係
変数の計測が容易でないこともあり、サービス分野に関わる結果に対する関
心が高まり、少なからぬ分野でTFPなどがマイナスの値を示し、その都度、そ
の原因が大きな話題となった。話題の方向は、データの作成方法、測定方法、
それらの改善の方向と可能性、現行方式が抱える問題点の影響の深刻さな
ど多岐にわたる。

• Additionally table is filled with negative productivity numbers. In fact, among 
the computer‐intensive services industries, only communications and 
wholesale trade show upward trends. Negative productivity numbers are 
always puzzling. 

• With the possible exception of communications, the outputs of all these 
computer‐intensive services industries are hard to measure. As Griliches has 
repeatedly emphasized, if we do not know how to measure the output of an 
industry, then we do not know how to measure its productivity. And if the 
available productivity numbers, measured as best the statistical agencies can, 
show negative productivity, perhaps the reason is that economic statistics are 
missing part of the output that these industries produce.
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outputの計測が正確でないと・・・、

• ーー＞outputの計測が正確でないと、生産性やそ
の上昇率のみならず、GDPおよびその成長率の計
測も正確でなくなる。関連deflatorsについても同様
である。

• そうすると、「サービス産業の生産性の低さ」のみな
らず、「失われた20年」だとする判断・味方の根拠
も・・・？

• 当然、「デフレからの脱却」が政策の最優先課題で
あり続けた・・・という見方・判断・主張の正確な内容
および妥当性についても、改めて・・・？
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Cont.
• 深尾・宮川編[2008]への、同様の視点からの疑問あるい

は留保は、利用者・研究者からも耳にしない。基礎となっ
た統計の作成者（とりわけSNA統計作成関係者）、編者た
ちが強調する諮問会議や審議会、白書等の作成者たちの
側についても同様である。

• TFPは狭義の技術進歩のみを反映すると想定されている
わけではない。知識・ノウハウの蓄積や、組織改編の成果
など各種の要因を反映するだろう。しかし、その結果を反
映するTFP上昇率がかくも多くの部門で30年間にわたって
マイナスとなるという検討結果を前にして、検討結果、その
基礎となる各種統計の作成・測定方法にまで検討の目が
向くことになったアメリカにおける検討の長い歴史の方に
健全性を認め、親近感を覚える読者が多いだろう。
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Cont.

• ちなみに、Hulten et al eds. [2001]の共編者の1人であり、Chapter 1の執
筆者であるHultenは内容を9点に要約した上で、次の如く記す。最初の文
章は、膨大な検討の蓄積を踏まえてのものであり、第2のものは、一般論
である。

• Much of the praise is deserved, but so is much of the criticism.
• Bad data are bad data regardless of how they are used.

• データの利用可能性、利用可能なデータの内容等の厳しい制約の影響
が大きいかもしれない。しかし・・・。鶏と卵の関係を想起する必要があ
る・・・？――もっとも、マイナスの値の多さに関する言及が皆無という観
察事実は、この点への言及が「余計な心配・・・」であることを示唆する？

• Griliches [1986, p.1508]: Empirical economists have over generations 
adopted the attitude that having bad data is better than having no data at 
all, that their task is to learn as much as is possible about how the world 
from the unquestionably lousy data at hand.
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[2]. アメリカのサービス分野における
LP上昇率とTFP上昇率：参考1

• [2]と[3]では、「参考」として、生産性上昇率研究の中心的舞台であり検討対象で
あるアメリカの検討状況についてみる。[2]では、まず、とりわけ大きな関心を集め
た「サービス分野」について、LP上昇率とTFP上昇率を見る。2つの表(7頁と8頁）が
中心である。

• 1970年代の経済成長率低下を契機として生産性上昇率の実態とその低下の原
因等に関する関心が高まった。その過程で、hard‐to‐measureと表現される多くの
分野を象徴するservice industriesに大きな関心が集まった。Brooking Institutionを
中心的舞台として長期間にわたる大規模かつ多方面にわたる研究プロジェクトの
集大成としてまとめられたJack E, Triplett and Barry P. Bosworth [2004] Productivity 
in the U.S. Services Sector: New Sources of Economic Growth, Brookings Institution 
Pressの“Overview”の内容を、長期間にわたって生産性分析を主導した中心人物
の一人であるZvi Grilichesの死去を悼んで開かれたNBER Conferenceで報告され
た論文からのものである。

• 長期間にわたる関連統計の作成方法・測定方法の見直しと改善作業の結果であ
る。ここではservice sectorsにおいても、上昇率がマイナスのケースは多くはない。
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• Triplett and Bosworth, 2004のData Needs (chapter 11, pp. 321～)、うち
Negative Productivity Growth Industries (p. 331)より。――こういう論文が
統計作成部署の関係者から報告される状況は・・・（日本では考えられな
い？）？

• Negative productivity growth always attracts skepticism, as well it should.
In our estimates, the following industries had negative labor productivity 
growth over the 1995‐2001 interval: education (‐0.57 percent); 
amusement and recreation (‐0.41 percent); hotels (‐0.57 percent); 
insurance carriers (‐1.66 percent); local transit (‐0.61); and construction (‐
1.12 percent). Negative MFP trends are evident in some services 
industries, particularly health and educational services.

• Instead of mechanical “lopping off the tail” exercises, we believe that the 
statistical agencies should take negative productivity growth as an 
indicator of the areas in which they need to allocate resources to improve 
measurement. An exercise to trace down the sources of the negative 
changes in productivity could offer considerable insight into sources of 
some of the measurement errors. Because the sources can include errors 
in price deflators, in current price output measures, in inputs – both 
capital and intermediate inputs – and also in labor hours, identifying the 
sources inevitably is a multiagency task, and we believe it should be 
undertaken as such.
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[3]. アメリカのgrowth accounting… ：参考2

• [3]ではアメリカにおけるgrowth accounting全体に関わる検討結果を象徴する2つの表
（11，12頁）を示す。

• “Solow’s residual”と呼ばれることが多いこの指標は、“a measure of our ignorance” 
(Abramovitz, 1956, p.11)とも評された。「Total factor productivityとして記録されている
ものの多くは実際にはmeasurement errorである」(Berndt and Hulten, 2007, p.8)とする
有力な見方もある。

• Within the framewok of social accounting the hypothesis is that if real product and real 
factor input are accurately accounted for, the observed growth in total factor 
productivity is negligible.   

• Simply relabelling these changes as Technical Progress or Advance of Knowledge leaves 
the problem of explaining growth in total output unsolved. （Jorgenson and Griliches
[1967, p.249].

• We conclude that our hypothesis is sonsistent with the facts. If the economc theory 
underlying the measurement of real product and real factor input is properly exploited, 
the role to be assigned to growth in total factor productivity is small. 272

• The fact that the growth of the resulting index is small indicates that the contribution of 
investment to economic groath is largely compensated by the private returns to 
ivnestment. This implication of our findings is inconsistent with explanations of 
economic growth such as Arrow’s model of lwarning by doing, which are based on a 
higher social than private rate of return to phisical capital.
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Cont.
• 結果として、Griliches [2001]609‐12（Hulten et al eds. [2001]の1つの章である）が

次の如く総括する状況になっている。
• 30年前のJorgensonとの共同論文に言及し、 “In our paper we ‘explained’ in all 

away by correcting for various measurement errors in capital and labor input. By 
the time Denison corrected some of our overreaching, a significant amount of 
“unknown” territory was still left to explain. 610

• However, if you look at more recent productivity data, it is possible to claim that 
we have won! The explanation is not complete. All of the growth is being 
accounted for by the growth in relevant inputs. Yet, in another sense, this “victory” 
is rather sad. The operation was successful but the patient died. What happened 
was the unexplained part disappeared, not that the explained part of the growth 
increased.

• In the 1980s, we were struggling with the large unexplained residual. Most of the 
observed growth was not accounted for by the then‐standard input measures. In 
the last twenty or more years, most of the residuals has disappeared. We have had 
famous productivity slowdown. Various attempts to explain why measured 
productivity‐growth fell, including my own, have not been very successful.

• ――当然、1970年代以降のみならず、1950年代や1960年代の高成長の時期に
ついても、計測結果の見直しが必要になる？
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[4]. 誰が計測するか？その方法・結果のreliabilityは誰がチェッ

クするか？基礎資料の選択は妥当か？それを、誰が、どうやっ
て評価し、保証するか？―問題提起

• 中島隆信「9 サービス業の生産性」（2009？）――これは産業構造審議会2008などのような日本
のサービス産業の生産性が低いことに注目した政策論議を念頭に置いた問題提起。――この、
「おわりに」の以下の3つの記述が興味深い。318～9

• これまで生産性は厳密な定義や精緻な計測をともなわないままに経済停滞の犯人扱いをされる
ことが多かった。そして景気回復の万策尽きたあと最後の頼みの綱的な扱いをされることが多
かった。バブル崩壊後のデフレ期はサービス産業がまさにそのターゲットだったのである。

• アメリカのBLSは労働生産性については8カ月のラグ、全要素生産性については1年8か月のラグ
で産業別指標を公表している。そうした公的統計の作成と平行して、学界と連携を取りつつ望まし
いサービス・アウトプットの把握に向けての研究を進め、その成果がMonthly Labor Reviewなどの
雑誌に掲載されている・・・。

• 労働生産性はインフレ率や失業率と並ぶ最も重要な経済指標の1つといえよう。それが日本では
2年半のラグを持って公表される『国民経済計算』（内閣府）の付表から間接的に計算されるに過
ぎない。全要素生産性に至っては、計算するための基礎データすら現在の官庁統計からは満足
に得られない。その理由は、公的統計体系の根幹をなす基幹統計のなかの経済統計において、
すべての産業を通じて投入と算出に関する基本的な情報が統一的に得られないからである。な
かでもサービス産業関連統計の迷走ぶりは目を覆うばかりで、目先の産業特性ばかり追いかけ、
肝心の生産性計測のためのアクティビティ別基本情報すら満足にたらえられない惨状を呈してい
る。こうした統計整備の不備もあって生産性を計測すること自体が研究者の仕事となっており、
サービス・アウトプットをどう定義するかといって根本的な議論はほとんどなされないままの状況に
ある （319）。

• 関連して、三輪の「統計と日本経済」創刊号掲載論文（三輪[2011a]）を参照。
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アメリカでは・・・:  USの分業in統計データ収集

• Jorgenson et al. eds.[2006] のJorgenson and Lendefeld論文のp.2より。

• The diversity of the U.S. economy is reflected in the decentralization of the statistical system. 
The major agencies involved in providing data and generating the accounts include the 
Bureau of Economic Analysis (BEA) in the Department of Commerce, the Bureau of Labor 
Statistics (BLS) in the Department of Labor, the Census Bureau (also in the Commerce 
Department), the board of governors of the Federal Reserve System, and the Statistics of 
Income (SOI) division of the Internal Revenue Service.

• The BEA has responsibility for the NIPAs (National Income and Product Accounts), the core 
system of accounts. The BLS generates employment; wage and salary data; productivity 
statistics, including labor productivity and multifactor productivity; as well as almost all of the 
underlying price data. The board of governors produces the flow‐of‐funds accounts, including 
the balance sheets. The Census Bureau collects and reports much of the primary information 
through its business and population censuses and surveys. The SOI generates tax‐based data 
and incomes used in calculating gross domestic income. In addition, many other agencies and 
private‐sector organizations provide source data for the national accounts.

• The NIPAs, the productivity statistics, and the flow‐of‐funds have different origins, reflecting 
different objectives and data sources. However, they are intimately linked. 

15



Cont.

• アメリカでは、BEAやBLSのみならず、Bureau of Census, FRB, etc.が、
協力・対抗し、競合しながら、より良い統計・測定方法を求める作
業が継続しており、NBERやBrookingsなどで開催される
conferences ,workshops、およびその成果は、このような作業の結
果が報告・公表され、厳しい評価にさらされる場でもある。――たと
えば、Triplett and Bosworth [2004]のChapter Eleven: Data Needsを
参照。.

• この章の小目次は次の通り：Inconsistent Data Sources, Alternative 
Data Sets, Negative Productivity Growth Industries, Labor Hours 
and Input by Industry, IT Capital, Capital Flow Table, NAICS and SIC 
Bridge Table and Compatibility of Time Series, Medical Care, 
Business Services, National Accounting Concepts and Productivity 
Data, Research and Data Development in Margin Industries, and 
Industry‐Specific Issues
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たとえば、Alternative Data Sets: 327~では次の如く記す

• The BEA is not the only source of industry‐level data. Two different productivity 
programs of the BLS – its productivity program and its employment projection 
program – also produce industry data that can be used for productivity analysis.

• Previously we discussed the BLS measures of output and productivity for durable 
and nondurable manufacturing, but the BLS productivity office also produces more 
detailed estimates within manufacturing. The manufacturing output series of BLS 
and BEA both are gross output, and both rely on the Census Bureau shipment data. 
However, BLS constructs its own measures of output and excludes an estimate of 
intramanufacturing shipment. For two‐digit SIC industries the difference in output 
growth can be quite substantial, ranging from ‐0.8 percent to +1.0 percent a year 
over the 1995‐2000 period.

• More relevant for our focus on services, the employment projections program of 
BLS produces detailed industry measures of output and employment over the 
period 1972‐2000, covering both goods‐producing and services‐producing 
industries. This is a basic data source for the productivity studies of Dale Jorgenson 
and his colleagues. The data set includes output measures for a considerable 
number of the services‐producing industries that we have used in our analysis. … 
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[5]. 誰が計測するか？その方法・結果のreliabilityは誰

がチェックするか？基礎資料の選択は妥当か？それ
を、誰が、どうやって評価し、保証するか？――検討

• 日本では・・・。深尾・宮川編[2008]などをめぐってアメリカで

あれば当然予想されるような多岐にわたる論点について激
しい議論が巻き起こり、各種の前向きの対応策が提起され
る・・・ようなことはなかった・・・。――結果のみならず、関連

統計の選択、利用方法、さらに統計の作成・測定手法などは
適切か？誰がそれをチェックし、保証するか？

• 関連統計も、検討結果も、安心して利活用できない？－－無
頓着でないと、利用しない？－－作成部局は・・・？

• Who cares…? Que sera sera…?  Ce qui sera, sera…?
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• 多岐にわたる関連事項に関する適切な統計が即座に利用可能なセットと
して用意されているわけではない。――たとえば、BLSなりBEAが検討結果
を公表しているから、少なくとも、同様の検討作業を実行するための「イン
フラ」が整備されている、と考えられ、そのdatasetに必要な修正を加えれ
ば、各種の新規作業が実施可能になる。また、指標作成のための、代表
的あるいは標準的手法が存在することになる。――日本では、これをす
べて研究者自らが行わなければならない。――アメリカに比して、日本で
生産性計測作業の従事者が極端に少ない理由の1つ（最大の理由？）は
これだろう。

• 目的に照らして適切な統計であり、当該作業に必要だと判断しても、その
統計の作成部署が利用に協力的でないかもしれない。――集計し公表す
るスタイルと、利用者の意向との整合性が障害になるかもしれない。また、
信頼性などの基本情報が得にくいかもしれない。――産業や商品の分類
が整合的でないかもしれない。

• そもそも、統計作成の段階で、整合性が保たれておらず、その点の相互
調整のための作業が試みられず、関連ノウハウも蓄積されていないかも
しれない。――この点は、生産性計測作業に限らないかもしれない。――
各種デフレーターの基礎になる価格情報について・・・？――そうなると、
インフレや経済成長率の統計も・・・？
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• 分野別の生産性上昇率指標が、各国・各方面で大きな関心の的になって久しい。しかし、日本の
省庁、関連統計情報を作成している各省庁が、自ら基幹統計としてこれを作成しないのはなぜ
か？――NIPAを作成するBEAに対応するSNA作成部局（内閣府）、BLSに対応する（？）厚生労働省、
さらに総務省、経済産業省などのいずれもが動かない理由は何か？

• 予算や人員の手当てが・・・という理由があるかもしれない。しかし、そういうものの手当の前提と
なる生産性統計の重要性をアピールし関係方面を説得する・・・作業の萌芽すら見えない？――
どこでも話題にもなっていない？――その理由は？

• RIETIのJIPプロジェクトは、先行する内閣府経済社会研究所の「日本の潜在成長率の研究」ユニッ
トで2000年～2003年に実施されたプロジェクトの終了後にそれを受け継いで始まったものだという
（深尾・宮川編、vii~viii）。内閣府プロジェクトの位置づけと、それが終了してしまった理由は何
か？

• 各省庁内の統計関連部局の各省庁内での「地位」「位置づけ」のためもあって、手当を要求しても、
当該省庁の要求として各省庁の外に出て行かない・・・ということ（省庁内politicsの結果）？――新
たな「困難」に直面することになるから・・・と「余計なことに巻き込まれたくない・・・」という明示的、
あるいは潜在的な声の影響が大きい？

• 各種統計を各省庁が分業して作成している（いわゆる「縦割り」）という日本の現状では、どこかが
本格的に開始すると、他の省庁が作成する関連統計との整合性を図る必要がある。「調整」以前
に、注文を出すことすら大ごとであり、ことは統計関連部署だけにとどまらない、ことになる。――
（これは戦前からのものであり、戦争遂行時にも大きな制約となった。）――そこまで考えると、生
産性統計の重要性を強く認識する関係者が少なくないとしても・・・・。――当然、そういう関係者は、
短期間で交代してしまう。

• これは、「整合性」の実現についても同様だから、利用者の便宜のために、各省庁が所管する統
計相互間の整合性の確保・実現のための作業が積極的に推進される、されている・・・と期待する
ことには無理がある。

• ――作業者・研究者は多大な困難に直面する・・・ことになる。
• ――もちろん、これは生産性指標（統計）の作成にかぎらない。SNAにしても・・・？
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• こんな困難に直面しても、これを乗り越えて・・・現実に作成されている。
――とはいえ、結果が導かれればそれでOKということはない。

• 結果の妥当性は・・・？
• 結果に至るプロセスの適切さ・・・？

• こういう点をどのようにチェックするか？結果の受け手・潜在的利用者は、
いかにして受入・拒絶を判断するか？誰が、いかにして、「保証」あるい
はその参考情報を提供するか？――このような検討課題を解決しないと、
広く利用されず、利用した文献も広く受け入れられず、そもそも生産性指
標の作成作業への参加者が増加しない。

• 多くの関係者および潜在的利用者等が積極的に参画する公開の議論の
場が存在し、そこでの検討を経て、そこでの検討を尊重する人々（中心は
研究者、そして関係実務家と政策関係者、利用者など）が広く受け入れ
るようになれば・・・。――残念ながら、現在日本にはそのような場は実質
的に存在しないし、作成者間の議論もあまり盛んではない。（私の見ると
ころでは、作成者の説明もあまり食欲をそそらない。）

• 改めてnew datasetsを利活用しなくても、既存統計の不備を指摘しその解
決・改善に向けた意見を有する研究者・実務家は少なくないだろう。生産
性指標にかぎらない。しかし、そのような意見を表明する場・機会はほと
んどないし、存在するとしても、そういう場への参加者もaudienceも少ない
だろう。

21



• 適切な方法に基づく妥当な生産性指標の作成に向けて、すべての関係者（関係
省庁に限らず、政策担当者含む利用者、研究者など）が必要に応じて集合し、意
見を交換し、議論する場はどこか？存在するか？――これは（政府）統計全般に
関わる。生産性指標やSNA統計に限定されるものではない。

• 各種統計相互間の「整合性」を必要に応じて確保するための、有効なシステム・メ
カニズムは存在するか？

• 統計委員会やかつての統計審議会は？――権限・能力の両面の制約から、いず
れについても、ほとんど有効な機能・適切な役割を期待できない。――仮にその
ような権限を付与されるとしても、所管庁（統計委員会なら内閣府）が権限を有効
に行使するメンバーを委員として任命しないだろう。――「縦割り」もその原因の一
つ？

• すべての統計が生産性指標やSNA統計の作成のみを目的とするものではない。
適切な統計は、統計作成の目的に依存する。――このような点の判断・調整は、
誰がどのようにするか？――現状は、何もできない・・・に近い？

• 統計作成部署を一元化あるいは統合すれば・・・などという単純な課題ではな
い？

• 必要があれば、当事者間の「調整」が進む・・・？――「必要性」を誰が判断・判定
するか？誰が「調整」するか、調整すべきことを勧め、指示するか？――すべての
組織は一枚岩ではないし、各構成メンバーは、普通の人間・・・。――日中戦争・
太平洋戦争中の陸軍・海軍間の「調整」はほとんど進まなかった？――誘因が有
効に機能しない？
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生産性上昇率がマイナスでない部門でも、その数値が妥当だとはかぎらない・・・？

• 金融革命期のUSとUKの金融分野の生産性上昇率は、同時期の両国の製造業等
に比して小さかった。また、日本やドイツの指標に比しても小幅であった。――三
輪[2011a, b]では、この点に言及して、求めた指標に問題があるのではないか・・・
と考えるのが素直だろう、と記した。
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LPではなくMFPに関心がある読者は、原論文、さ
らにそのsourceであるGordon[1996]を参照。結論
は変わらない。



例示：日本の四半期在庫投資：季節調整？
From Miwa[2013]
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• 作成・測定方法に関する詳細な情報もよくはわからない・・・。たとえば、SNAの推
計手法の解説（「推計手法解説書（年次推計編）」（平成17年基準版、平成24年
11月16日、内閣府経済社会総合研究所 国民経済計算部）など）を見れば、この
点を容易に確認できるだろう。

• 「推計手法」が理解できたとしても、output, priceなどの定義に関わるconceptual 
issuesに悩まされる “hard‐to‐measure” sectors (Griliches)が少なくない。――日本
では、中島がいう如く、outputをどのように定義するかという基本的問題について
議論する場もない。――結果として、検討課題を明示して検討課題と対応策・改
善可能性などについて日本ではほとんど話題になってこなかった。

• 政府、medical care, education, business services, legal service, advertising…
• 完全な解決策だとして関係者全員の合意が得られるようなものは永遠に実現で

きない・・・としても、better measures、そのためのimprovementsの積み重ね・・・。
• また、quality improvements, new productなどの評価についても同様あるいは類

似の問題・検討課題が存在する。
• そこまでいかなくても、たとえば、不動産取引仲介業？――売り上げは、ほぼ売

却代金の一定割合？――地価上昇期、その際には取引量も増加する・・・とする
と、売上高でよいか？銀行は？いわゆるmargin industriesは？

28



Deflators・・・

• たとえば、government activities, medical care, education, legal 
services, and business services…

• Price Index Concepts and Measurement, Diewert, Greenlees, and 
Hulten eds. NBER, 2009, series 70のIntroductionの結論部分の
Outstanding Issues in the Construction of Consumer Price Indexの
第1項目である。

• How should the value of service‐sector outputs like banking, 
educational, medical, gambling, and insurance services be 
measured, and can they reliably be separated into price and 
quantity components.

• こういうものがきちんと整備されないと、政策のperformance評価
ができない。――そもそも適切な政策の立案も・・・。成長戦略も？
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[6]. しかし、何を、どうやって・・・？

• 各統計は、役割・機能の面で相互依存関係にあり、日本全体として見れ
ば、目的の有効な達成という面でも相互依存関係にある。――しかるに、

各省庁の業務の遂行という目的に即して作成されていた業務統計を基
本として戦後の統計制度が整備されたという歴史的背景の強い影響下
にあり、相互関係を重視した検討・見直し、さらに必要な相互調整がほと
んど行われてこなかった。SNA統計との関係についても同様である。――
これらの面を重視し、各統計の位置づけ・役割などを評価し、日本として
の望ましい統計体系を設計し、確立する必要がある。

• 中長期的な課題・達成目標と、当面のものに分けて考えよう。

• 中長期的な課題・達成目標――実質的には、方向性のみ？――「見果て
ぬ夢」かもしれない。――たとえば、現状のNBER conferences and 
conference volumes, Brookings workshopsのようなもの・・・を象徴とする
アメリカの状況・システムとメカニズム？
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stage・舞台の設定・確保・確立

• 多様な関係活動の中心に位置する主要な舞台装置が必要である。

• 単数である必要はない。いわば、center court(s) 。
• 各統計作成部署（各省庁）から独立した存在であり、重要な活動が行われ、そのような存在

であると広く認識されるものであることが重要――極端な分業下にあり（「タテ割り」）、相互

の連携・「調整」も実質的に行われず、今後もほとんど実現不可能な現状に照らせば、いず
れかの部署との関係が濃密であり、（たとえ一部の関係者であれ）特定の部署のcontrol下
にあると思われるような存在であってはならない。――当然、従来型の審議会・委員会・研
究会等は、不適格。

• いずれは、研究者・統計作成者・利用者を問わず、ここで開かれる会合・展開される活動へ
の参加を望み、参加を求められることを望むようなstageであり活動である・・・と広く認識さ
れるような状況の展開。――参加し（でき）ないと、「関係者」としては困る・・・（？）ようになる。
――研究者にとっても参加（できればprogram committeeメンバーになる、あるいは論文を

報告すること）を希望（要請を期待）し、参加し（でき）内容な研究者に対する評価に大きく影
響する――統計作成部署についても、ここで成果・意見を公表し、報告・説明を求められる

ようにならないと、影が薄くなる・・・ような場になること。各部署が、その面でも競争すること。
――「市場」のようなもの？参加者の理解と支持を得られない部署・統計の地位が低下す
る・・・ようになる？（――「解説」も最低限にとどめ、ほとんど誰にもその実質的内容が理解

できず、文句・注文も出ない・・・という現状からの脱却が必要。知らせ、説明し、説得す
る・・・ことが決定的に必要であることを作成部署が痛感するようになること。）
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Players and Plays

• 「ハコモノ」ではない。stageを設定し、催し物を開催しても閑古鳥が
鳴き、誰も注目しない・・・のでは話にならない。――舞台でいえば、
演目とplaysの内容、playersの選択とそのperformanceが決定的に
重要である。舞台の存在は必要条件だとしても、せいぜい脇役。

• Players and plays――鶏と卵の関係にあるから、すぐに魅力的な
playsを提供できるわけではない。そういうものを生み出すことにつ
ながるplayersが豊富に存在することもない。――簡単に「養成」でき
るわけではない。

• しかし、Jリーグができて、それが段々と水準を上げて、日本の
national teamsが次第に結果を残すようになり、World Cupを開催し
て、そこでしかるべき成果を上げるようになり・・・観客も増加し、そ
ういうものを眺めながら子供の時からサッカーボールになじむ人間
の数が増加し・・・となるまで、かなりの時間を要した。――Jリーグ
誕生時に、ここまでの隆盛を予想した日本人は極めて稀だった・・・
だろう。――これほどの順調な展開を展望できる・・・ことはないだろ
う。永遠に実現できないかもしれない。――しかし、すべては最初
の一歩から始まる。
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順調に展開していけば・・・

• 順調に展開していけば・・・国の内外で注目度が高まり、国外から
の参加希望も増加するだろう。――国際交流も・・・。――現状では、
「日本にも対応するものがあるはずだから・・・」という視点からの
参加要望があっても、穴埋めか飾り物程度（実質的な関心の的で
はなく、国際比較も形式的・・・）？――各統計作成部署、さらにそ
の「管理」（？）・「調整」機構、usersでもある政府（およびその各部
門）・議会などからも意見・助言を求められる・・・。――アメリカでい
えば、たとえば、Stigler Committee (Price Statistics Review 
Committee)やBoskin Commissionなどのような活動？

• 新たなissuesの提示や、検討の打診・注文が、「外側」から来るよう
になる・・・？――たとえば、政府機関や国会、さらに外国政府や内
外の各種団体（たとえば、企業）。

• さらに、「あんな連中・・・とは違う」という立場に立つ、対抗組織・機
関の設置・活動を誘発するような事態も理想の一環？－－統計作
成部署の対応もここに含まれる？
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当面の課題と選択、方法？

• 日本の経済統計及びその利活用の現状に重大かつ深刻な問題が山積
し、放置すれば長期間にわたって現状が継続する・・・と考える研究者を
含む関係者は少なくないだろう。――山積する「問題」の実態を的確に認

知し認識することも容易ではないから、かなり漠然としているかもしれな
い。（誰かの努力・活動などによって）いずれは「問題」の多くは解決す
る・・・と期待する人も少なくないかもしれない。――しかし、「問題」の解決

に向けた努力・活動を誰がするか・・・と戸惑い、少なくとも私ではない・・・
と考え、free rideできる日の到来を待とう・・・とする。だから、そんな日が
到来することはないと実質的には考えている。

• 誰かが始めなければ、何も始まらない。――この呼びかけ(Prologue and 
Introduction)は、volunteer活動としての社会貢献への「勧進帳」です。

• 「あの先生たちが積極的に行動するなら・・・」と周囲が注目する方々に、
社会奉仕・社会貢献への積極参加をお願いするものです。

• こういう方々が、volunteersとして参画し、舞台設定などの裏方として活動
すると同時に、適切なメンバーを選択して面白いplays・出し物を継続して
提供すること・・・――これが始まりだと思います。
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「統計と日本経済」
• しばらく前に「統計と日本経済」というe‐Journalを刊行し、創刊号を出して、

そのまま頓挫しています。――これをstage and/or playfieldとして活用す
ることを想定し、それを前提して、いろいろなことを企画し、討議し、試み
ようというのです。

• 始めれば、いろいろな注文・企画・意見などが登場し、集まってくると思い
ます。――少し実情を知っている「関係者」なら、日本の統計の現状に多
様かつ重要な「問題」・課題が山積していることを認識しており、できれば
解決したいと希望しているでしょう。――しかし、当面、解決のめどどころ
か、問題提起する場所・機会も存在しない・・・と考えている。

• academicsとしてのresearch papersなら発表の場所やaudienceは存在す
るでしょう。――もう少し、日本の統計とその利用方法に直接関わるissues
が話題の中心になると思います。――アメリカやイギリスで長期間にわ
たって大きな話題になってきたissuesについて、「日本ではどうなっている
んだ・・・」という視点からの検討も当面の課題群としては有力かもしれま
せん。

• もちろん、統計作成部署や、既存の委員会・研究会などと「敵対」すること
を意図するものではありません。しかし、位置づけを明確にして、そのう
えで協力・競合関係を構築し維持すればよいのです。
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• 統計資料を積極的に活用し、統計データを中心とする
証拠に重点を置く研究、そのような研究結果に基づく
論争や政策の実施・評価が当然のこととなるような日
本の到来を・・・。ーーとはいえ、やはり、「・・を夢見
て・・・」という表現が必要ですかね？

• 最後にもう一度・・・。

“But part of the job of economists is weeding out errors. 
That is much harder than making them, but also more 
fun.‐‐‐‐ Robert M. Solow” 

(from Jorgenson and Griliches, 1967, p.249).
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